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○群馬県小水道条例施行規則 

昭和三十三年十二月十九日規則第八十九号 

改正 

昭和三八年 二月一九日規則第七号 

昭和四一年一一月三〇日規則第八四号 

平成 元年 三月三一日規則第一四号 

平成 五年一一月二六日規則第八五号 

平成 九年 三月二八日規則第二八号 

平成一二年 三月三一日規則第七四号 

平成一六年 二月二七日規則第一一号 

平成一九年 三月二七日規則第二七号 

平成二〇年 二月二九日規則第三号 

平成二一年 三月一七日規則第九号 

平成二六年 三月二四日規則第三号 

令和 三年 二月一九日規則第一四号 

令和 六年 三月二二日規則第一二号 

令和 八年 二月二七日規則第五号 

群馬県小水道条例施行規則をここに公布する。 

群馬県小水道条例施行規則 

（許可申請書） 

第一条 群馬県小水道条例（昭和三十三年群馬県条例第六十七号。以下「条例」という。）第四条

に規定する申請書は、別記様式第一号によるものとする。 

（記載事項変更の届出） 

第二条 小水道事業者は、前条に規定する申請書の記載事項に変更を生じたときは、速やかにその

旨を届け出なければならない。 

（事業計画書等） 

第三条 条例第四条に規定する規則で定める書類（図面を含む。）は、次のとおりとする。 

一 事業計画書 

二 工事設計書 

三 給水区域が水道事業又は他の小水道事業の給水区域と重複しないことを明らかにする書類及
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び図面 

２ 前項第一号の事業計画書には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

一 小水道事業経営を必要とする理由及び小水道施設の概況 

二 給水区域及び給水人口 

三 給水開始の予定年月日 

四 工事費の予定総額及びその予定財源 

五 給水区域及び小水道施設の位置を明らかにする地図 

３ 第一項第二号の工事設計書には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

一 一日最大給水量及び一日平均給水量 

二 水源の種別及び取水地点 

三 水源の水量の概算及び水質試験の結果（第六条第一号、第二号、第四号及び第五号に掲げる

項目に関する原水の試験の結果） 

四 浄水方法 

五 配水管における最大静水圧及び最小動水圧 

六 主要な小水道施設（次号に掲げるものを除く。）の構造を明らかにする平面図及び断面図 

七 導水管きよ、送水管及び主要な配水管の配置状況を明らかにする平面図及び縦断面図 

八 工事の着手及び完了の予定年月日 

（小水道事業等の届出及び記載事項変更の届出） 

第三条の二 条例第三条の二第一項又は第二項の規定による届出は、別記様式第一号の二による届

に次の各号に掲げる書類（図面を含む。）を添付して行うものとする。 

一 給水区域又は給水場所及び小水道施設の位置を明らかにする地図 

二 水質試験の結果を明らかにする書類（第六条第一号、第二号、第四号及び第五号に掲げる項

目に関する原水の試験の結果並びに同条各号に掲げる項目に関する給水栓水の試験の結果を明

らかにする書類） 

２ 前項の規定による届書及び添付書類の記載事項に変更を生じたときは、速やかにその旨を別記

様式第一号の二により届け出なければならない。 

（変更許可申請書の記載事項） 

第四条 第一条の規定は、条例第七条第二項において準用する条例第四条に規定する申請書につい

て準用する。 

（変更許可申請書の添付書類等） 
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第五条 第三条の規定は、条例第七条第二項において準用する条例第四条に規定する規則で定める

書類（図面を含む。）について準用する。ただし、第三条第一項第三号の規定の準用は給水区域

又は給水人口を変更する場合に、第三条第三項第六号及び第七号の規定の準用は主要な小水道施

設（導水管きょ、送水管及び主要な配水管を除く。）の新設、増設又は改造の場合に限る。 

（給水開始前の届出水質検査等） 

第六条 条例第八条の規定による届出は、小水道給水開始届（別記様式第二号）に当該小水道によ

り供給される水が飲用に適合するか否かを判断することができる場所において次の各号に掲げる

項目について行つた水質検査の結果を明らかにする書類を添付して行うものとする。 

一 一般細菌及び大腸菌 

二 カドミウム及びその化合物、水銀及びその化合物、セレン及びその化合物、鉛及びその化合

物、ヒ素及びその化合物、六価クロム化合物、亜硝酸態窒素、シアン化物イオン及び塩化シア

ン、硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素、フッ素及びその化合物、ホウ素及びその化合物、四塩化炭

素、一・四―ジオキサン、シス―一・二―ジクロロエチレン及びトランス―一・二―ジクロロ

エチレン、ジクロロメタン、テトラクロロエチレン、トリクロロエチレン、ペルフルオロ（オ

クタン―一―スルホン酸）（別名ＰＦＯＳ）及びペルフルオロオクタン酸（別名ＰＦＯＡ）並

びにベンゼン 

三 塩素酸、クロロ酢酸、クロロホルム、ジクロロ酢酸、ジブロモクロロメタン、臭素酸、総ト

リハロメタン（クロロホルム、ジブロモクロロメタン、ブロモジクロロメタン及びブロモホル

ムのそれぞれの濃度の総和）、トリクロロ酢酸、ブロモジクロロメタン、ブロモホルム及びホ

ルムアルデヒド 

四 亜鉛及びその化合物、アルミニウム及びその化合物、鉄及びその化合物、銅及びその化合物、

ナトリウム及びその化合物、マンガン及びその化合物、カルシウム・マグネシウム等（硬度）、

蒸発残留物、陰イオン界面活性剤、（四Ｓ・四ａＳ・八ａＲ）―オクタヒドロ―四・八ａ―ジ

メチルナフタレン―四ａ（二Ｈ）―オール（別名ジェオスミン）、一・二・七・七―テトラメ

チルビシクロ［二・二・一］ヘプタン―二―オール（別名二―メチルイソボルネオール）、非

イオン界面活性剤並びにフェノール類 

五 塩化物イオン、有機物（全有機炭素（ＴＯＣ）の量）、ｐＨ値、味、臭気、色度及び濁度 

六 消毒の残留効果 

（休止又は廃止） 

第七条 条例第九条第一項に規定する休止又は廃止の許可を受けようとするときは、小水道事業休
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止（廃止）許可申請書（別記様式第三号）に次に掲げる書類を添付して休止又は廃止をしようと

する日の一月前までに提出しなければならない。 

一 休止又は廃止により公共の利益が阻害されるおそれがないことを証する書類 

二 休止又は廃止をしようとする給水区域を明らかにする図面 

２ 条例第九条第二項又は第三項の規定による届出は、別記様式第三号の二によりするものとする。 

（定期及び臨時の水質検査） 

第八条 条例第十一条の規定により行う定期の水質検査は、一年以内ごとに二回とし、第六条第一

号から第五号までに掲げる項目について行うものとする。ただし、同条第二号から第四号までに

掲げる項目に関する検査の全部又は一部を行う必要がないことが明らかであると認められる場合

は、これらの検査を省略することができる。 

２ 条例第十一条の規定により行う臨時の水質検査は、当該小水道により供給される水が飲用に適

しないおそれがあるときに行い、第六条第一号から第五号までに掲げる項目について検査するも

のとする。 

３ 第一項の検査は、第二項の検査を行つた月においては、行うことを要しない。 

４ 小水道事業者及び専用小水道又は専用自家水道の設置者（以下「小水道事業者等」という。）

は、毎日一回色及び濁り並びに消毒の残留効果に関する検査を行うものとする。 

５ 小水道事業者等は、定期検査を行つた月以外の月においても、おおむね一月ごとに第六条第一

号に掲げる項目の検査を行うものとする。 

６ 小水道事業者等は、前各項の水質検査を行つたときは、その検査の結果を記載した書類を当該

検査の日から起算して五年間保存しなければならない。 

７ 第一項及び第二項の水質検査に係る検査方法及び水質基準については、水質基準に関する省令

（平成十五年厚生労働省令第百一号）及び水質基準に関する省令の規定に基づき環境大臣が定め

る方法（平成十五年厚生労働省告示第二百六十一号）の規定を適用する。 

（消毒に必要な措置） 

第九条 条例第十二条第一項の規定により小水道事業者等が講じなければならない消毒に必要な措

置は、当該小水道の給水栓における水が遊離残留塩素を〇・一㎎／ι（結合残留塩素の場合は〇・

四㎎／ι）以上保持するように塩素消毒をすることとする。ただし、供給する水が病原微生物に

著しく汚染されるおそれがある場合又は病原微生物に汚染されたことを疑わせるような微生物若

しくは物質を多量に含むおそれがある場合の給水栓における水の遊離残留塩素は〇・二㎎／ι（結

合残留塩素の場合は一・五㎎／ι）以上とする。 
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２ 条例第十二条第二項の規定による消化器系伝染病が流行し、又は流行のおそれがあるときの滅

菌用薬剤は、次の各号の一によるものとし、給水栓における水の遊離残留塩素が〇・二㎎／ι（結

合残留塩素の場合は一・五㎎／ι）以上保持するように消毒しなければならない。 

一 液体塩素 

二 さらし粉 

三 次亜塩素酸ソーダ 

四 塩素ガス 

（証明書の様式） 

第十条 条例第十四条第二項の規定により当該職員の携帯する証明書は、水道法施行規則（昭和三

十二年厚生省令第四十五号）様式第十二の例によるものとする。 

（申請書届書の提出等） 

第十一条 条例又はこの規則の定めるところにより知事に提出する書類は、正副二通とし、所轄保

健所長を経由するものとし、保健所長に提出する書類は、正本一通とし、所轄保健所長に提出す

るものとする。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和三十八年二月十九日規則第七号） 

この規則は、昭和三十八年四月一日から施行する。 

附 則（昭和四十一年十一月三十日規則第八十四号） 

この規則は、昭和四十一年十二月一日から施行する。 

附 則（平成元年三月三十一日規則第十四号） 

この規則は、平成元年四月一日から施行する。 

附 則（平成五年十一月二十六日規則第八十五号） 

この規則は、平成五年十二月一日から施行する。ただし、別記様式第一号から別記様式第三号の

二までの改正規定は、平成六年四月一日から施行する。 

附 則（平成九年三月二十八日規則第二十八号） 

この規則は、平成九年四月一日から施行する。 

附 則（平成十二年三月三十一日規則第七十四号） 

この規則は、平成十二年四月一日から施行する。 

附 則（平成十六年二月二十七日規則第十一号） 
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（施行期日） 

１ この規則は、平成十六年四月一日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 施行日から平成十七年三月三十一日までの間における改正後の規則第六条の規定の適用につい

ては、同条第五号中「有機物（全有機炭素（ＴＯＣ）の量）」とあるのは、「有機物等（過マン

ガン酸カリウム消費量）」とする。 

附 則（平成十九年三月二十七日規則第二十七号） 

この規則は、平成十九年四月一日から施行する。 

附 則（平成二十年二月二十九日規則第三号） 

１ この規則は、平成二十年四月一日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の第六条の規定によりなされている届出は、改正後の第六条の

規定によりなされた届出とみなす。 

附 則（平成二十一年三月十七日規則第九号） 

１ この規則は、平成二十一年四月一日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の第六条の規定によりなされている届出は、改正後の第六条の

規定によりなされた届出とみなす。 

附 則（平成二十六年三月二十四日規則第三号） 

１ この規則は、平成二十六年四月一日から施行する。ただし、第二条、第三条の二第二項及び第

七条第一項の改正規定は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の第六条の規定によりなされている届出は、改正後の第六条の

規定によりなされた届出とみなす。 

附 則（令和三年二月十九日規則第十四号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の第七条第一項の規定によりなされている申請は、改正後の同

項の規定によりなされた申請とみなす。 

附 則（令和六年三月二十二日規則第十二号） 

この規則は、令和六年四月一日から施行する。 

附 則（令和八年二月二十七日規則第五号） 

この規則は、令和八年四月一日から施行する。 
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別記様式第１号（規格Ａ４）（第１条関係） 
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別記様式第１号の２（規格Ａ４）（第３条の２関係） 
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別記様式第２号（規格Ａ４）（第６条関係） 
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別記様式第３号（規格Ａ４）（第７条関係） 
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別記様式第３号の２（規格Ａ４）（第７条関係） 

 
 


